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（１）指摘事項　
該当なし

（２）監査意見　
該当なし

（３）決算審査意見

該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　
該当なし

３　組織及び業務調べ

総務省が実施する周期調査（国勢調査等）に関すること。
文部科学省が実施する調査に関すること。

普及活用担当
統計思想の普及及び統計の指導に関すること。
統計資料の収受・引継及び利活用の推進に関すること。
庁内統計調査の総合調整に関すること。

分析担当

１　前年度指摘事項等に対する措置等

課　　　　名 係（担当）名

県民経済計算の推計に関すること。
景気動向分析に関すること。
産業連関表の作成に関すること。
統計相談に関すること。

人口統計担当
統計課

経済統計担当
経済産業省（経済センサス等）、厚生労働省（毎月勤労統計調査）及び農
林水産省（農林業センサス等）が実施する調査に関すること。

生活統計担当
総務省が実施する経常調査（家計調査等）に関すること。
経常調査の広報及び調査員の安全対策に関すること。

課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務
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４　職員の定員、現員調べ

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

22 22 22 22

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

22 22 22 22

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 2 2

0 0 0 0

５ 役付職員の調べ

（平成29年5月1日現在）

年 月

現　　　　員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

非常勤職員

職　　　　　名

 計

在職期間

2 1課長補佐

課長補佐 谷口　正

堀　英和

0

課長

定　　　　員

備　　　　　考

氏　　　　　　名

過不足(△)

臨 時 職 員

備　　　　考

1 1前田　伸二

1
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

決算見込額

国庫支出金 その他 一般財源

68,599,416 72,319 6,352,448

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

○法定受託調査（主なもの）

（周期調査）：5年周期

（経常調査）

財源内訳

（ア）

（イ）

将来ビジョン

政 策 項 目

周期調査等の実施

 　国から法定受託した各種統計調査を行うとともに、単県でも統計調査の実施や分析・加工を行うことにより、
鳥取県の状況を明らかにし、各種行政施策等の立案や企業活動に役立てる。

75,024,183

　その他、総務省の労働力調査及び個人企業経済調査、厚生労働省の毎月勤労統計調査及び毎月勤労統
計調査特別調査、経済産業省の生産動態統計調査及び商業動態統計調査、文部科学省の学校保健統計調
査を実施した。

調査名 調査の内容 調査時期 調査員数 公表時期
平成28年経
済センサス
‐活動調査

総務省
経済産業省

　すべての事業所及び企
業を対象に事業内容、従
業者数及び経済活動の状
況を調査した。
　・調査対象数：
　　　　　約28,000事業所

平成28年6月1日 調査員
309人
指導員
20人

・速報集計結果：
　　平成29年5月
・確報集計結果：
　　平成29年9月以降順次

平成28年社
会生活基本
調査

総務省

　国民の生活時間の配分
及び自由時間における主
な活動を調査し、仕事や
家庭生活に費やされる時
間、地域活動等へのかか
わりなどの実態を調査し
た。
　・調査対象数：
　　　　1,572世帯

平成28年10月20日 131人 ・生活行動に関する結果：
　　平成29年7月
・生活時間に関する結果：
　　平成29年9月

調査名 調査の内容 調査時期 調査員数 公表時期
小売物価統
計調査

総務省

　鳥取市、米子市及び岩
美町の店舗の小売価格、
サービス料金、家賃等を
調査した。
　・調査品目：
　　　　約585品目

動向編
毎月

構造編
隔月

動向編
7人

構造編
2人

・鳥取市消費者物価指数
　（毎月）
・年報：
　　平成29年1月27日
・年度報：
　　平成29年4月28日

家計調査

総務省

　鳥取市及び境港市の世
帯の収入・支出・貯蓄及び
負債等を調査した。
　・調査世帯：
　　　　117世帯/月

毎月 9人 ・年平均：
　　平成29年2月17日
・年度平均：
　　平成29年5月

学校基本調
査

文部科学省

　県内すべての学校の教
員数、生徒数及び卒業者
数等を調査した。
　・調査学校数等：
　　　326校
　　　19市町村教委
　　　1県教委

毎年
5月1日

－ ・速報：
　　平成28年8月4日
・確報：
　　平成29年3月10日
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○単県統計調査

○統計分析・加工

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

　個人情報保護意識の高まりやオートロックマンションの増加等により、統計調査の円滑な実施が困難になる
など調査環境が悪化している。このような中で、町内会長や集合住宅の管理会社などへの調査協力要請や、
県民に向けての普及啓発に取り組み、可能な限り統計調査への理解と協力を得るための環境整備に努めて
いるところである。
　なお、統計調査員が主体となっての調査方法は、調査環境の悪化に十分対応しきれないため、国に対して
広報活動の充実や、郵送調査・オンライン調査拡大等の調査環境の改善を引き続き要望していく必要があ
る。

 鳥取県人口移動調査、鳥取県鉱工業生産動態調査、鳥取県企業経営者見通し調査の計3調査を実施した。

 鳥取県人口推計、県民経済計算及び市町村民経済計算、県経済動向分析、産業連関表、鳥取県鉱工業指
数などの統計分析・加工を行った。

　経済センサス‐活動調査において、市町村での調査票審査確認及び指導の際、確認事項を口頭だけでなく
書面を担当者に渡すことで記録に残し、市町村担当者による審査業務の効率化を図った。

　社会生活基本調査の調査票審査業務において、人材派遣会社を活用することにより、短期間に集中して処
理を行うよう努めた。

　調査票紛失等の事故が発生した際には、市町村等と緊急に対策会議を行う等、再発防止に努めるとともに、
調査員が使用する調査用品等の改善を進めた。
　例、調査員用カバンについて調査員の意見を取り入れて作成した。

　経済センサス‐活動調査、社会生活基本調査ともに順調に調査を行うことができた。

　スケジュール通りに産業連関表を作成、平成29年3月27日に公表を行った。また、これを基にして、経済波及
効果の簡易推計ができるツールを作成し、ウェブ公開した。
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 区

　
分

　
収

入
科

目

過
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
　

度
　

　
　

　
　

　
分

現
　

　
年

　
　

度
　

　
分

収
入

未
済

額
計

(Ａ
＋

Ｂ
)

未
収

理
由

前
 年

 度
以

前
か

ら
の

繰
越

額

左
の

う
ち

収
入

済
額

不
　

 納
欠

損
額

収
  
  
入

未
 済

 額
  
　

  
 (

Ｂ
)

財
産

売
払

収
入

物
品

売
払

収
入

計
（
節

）

収
入

未
済

額
(A

)

収
入

未
済

額
の

調
定

年
度

内
訳

調
定

額
収

入
済

額

計
（
節

）

目
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）

雑
入

雑
入

目
　

　
計

合
　

　
計

本
庁

執
行

分
計

（
目

）

出
納

機
関

執
行

分
計

（
目

）
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（
１
）
負
担
金

（
単
位
：
円
）

予
算
科
目
（
目
）

予
算
額

区 分
負
担
金
の
名
称

支
出
先

負
担
率

支
出
金
額
支
出
の
根
拠
法
令
名
等
（
規
約
、
要
綱
等
を
含
む
。
）

備
考

統
計
調
査
総
務
費

文
書
ＩＤ

新
規
以
外
の
も
の

1
5
,0
0
0

1
6
-
0
0
0
1
9
2
0
1

本
庁
執
行
分
計

1
5
,0
0
0

出
納
機
関
執
行
分
計

0
目
　
計

1
5
,0
0
0

合
　
計

1
5
,0
0
0

該
当
な
し

該
当
な
し

　
（
３
）
交
付
金
　

該
当
な
し

　
（
２
－
２
）
補
助
金
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）

１
７
　
負
担
金
、
補
助
金
、
交
付
金
及
び
委
託
料
支
出
状
況
調
べ

　
（
２
）
補
助
金

支
出
年
月
日
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

5
4
7
,0

2
0

（
2
8
.4

.1
）

5
4
7
,0

2
0

～
2
8
.4

.1
2
9
.3

.3
1

2
8
.3

.1
5

（
免

除
）

2
9
.3

.3
1

（
　

　
　

　
）

随
2
9
.3

.3
1

1
,2

0
7
,6

5
6

（
2
9
.1

.2
4
）

1
,2

0
7
,6

5
6

～
2
9
.1

.2
4

2
9
.3

.3
1

2
9
.1

.2
3

（
免

除
）

2
9
.3

.3
1

（
　

　
　

　
）

随
2
9
.3

.3
1

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

7
8
6
,7

8
8

本
庁

執
行

分
計

1
,0

6
0
,2

9
8

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
1
,0

6
0
,2

9
8

2
8
,5

1
0
,0

0
0

（
2
8
.5

.1
7
）

2
8
,5

1
0
,0

0
0

～
2
8
.5

.1
7

2
9
.3

.3
1

- -
2
9
.3

.3
1

概
2
8
.6

.1
4

2
8
.1

2
.1

5
2
8
,5

1
0
,0

0
0

1
3
2
,0

0
0

（
2
8
.1

1
.2

1
）

2
8
,6

4
2
,0

0
0

随

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

3
2
3
,2

4
9

本
庁

執
行

分
計

2
8
,9

6
5
,2

4
9

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
2
8
,9

6
5
,2

4
9

（
  

  
  

  
 ）

～
（
　

　
　

）
（
　

　
　

　
）

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

6
7
,0

0
0

本
庁

執
行

分
計

6
7
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
6
7
,0

0
0

（
  

  
  

  
 ）

～
（
　

　
　

）
（
　

　
　

　
）

 予
定

価
格

が
5
0
万

円
 未

満
の

も
の

1
6
5
,5

0
0

本
庁

執
行

分
計

1
6
5
,5

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

目
　

　
　

計
1
6
5
,5

0
0

合
　

　
　

計
3
0
,2

5
8
,0

4
7

　
（
４

－
２

）
委

　
託

　
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

該
当

な
し

教
育

統
計

費

経
済

統
計

費

1
6
-
0
0
0
2
5
4
0
1

1
6
-
0
0
1
1
4
5
1
2

基
本

統
計

費
国 補

平
成

２
８

年
経

済
セ

ン
サ

ス
‐
活

動
調

査
の

市
町

村
委

託
費

1
9
市

町
村

新
規

1
6
-
0
0
1
4
1
6
1
1

シ
ス

テ
ム

開
発

者
統

計
調

査
総

務
費

単 県

統
計

資
料

目
録

検
索

シ
ス

テ
ム

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
分

離
業

務
（
株

）
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

精
2
8
.1

0
.1

8
2
7
3
,5

1
0

文
書

ＩＤ
1
5
-
0
0
1
7
6
2
3
8

デ
ー

タ
等

保
有

業
者

統
計

調
査

総
務

費
単 県

平
成

２
８

年
度

県
人

口
移

動
調

査
事

務
電

算
処

理
業

務
（
株

）
鳥

取
県

情
報

セ
ン

タ
ー

契
約

期
間

支
出

区
分

支
  

 出
年

月
日

金
  

 　
額

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

履
行

検
査

年
　

月
　

日
契

約
期

間

（
単

位
：
円

）

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
等

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

完
　

 了
年

月
日

支
  

出
  

の
  

状
  

況

備
 　

考

-10-



１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

該
当

な
し

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）
該

当
な

し

１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ
　

（
１

）
公

有
財

産
　

　
ア

　
土

　
地

該
当

な
し

該
当

な
し

　
　

ウ
　

山
　

林
該

当
な

し

　
　

エ
　

不
動

産
売

却
等

該
当

な
し

　
　

オ
　

財
産

の
交

換
該

当
な

し

　
　

カ
　

動
　

産
（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）

該
当

な
し

　
　

キ
　

物
　

権
該

当
な

し

　
　

ク
　

無
体

財
産

権
（
特

許
権

、
著

作
権

、
商

標
権

、
実

用
新

案
権

等
）

該
当

な
し

　
　

ケ
　

有
価

証
券

該
当

な
し

　
　

イ
　

建
　

物

-11-



　　コ　出資による権利　

該当なし

 （２）金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

購 入 額 使 用 額

　円 　円 　円 　円
郵便切手及び
郵便はがき

13,848 338,980 339,306 13,522

収入印紙 0 0 0 0
収入証紙 0 0 0 0

タクシークー
ポン券

0 0 0 0

鉄道バスプリ
ペードカード

0 0 0 0

合　　計 13,848 338,980 339,306 13,522

イ　タクシーチケットの受払状況

該当なし

 （３）基　金

該当なし

 （４）債　権

該当なし

２０　財産の貸付け及び使用許可調べ
　（１）　土地及び建物
　　ア　土　　地

該当なし

　　イ　建　　物
該当なし

　（２）　物　品

該当なし

２１　借受不動産明細調べ

該当なし

２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ
　（１）　職員住宅
　　ア　管理状況

該当なし

　　イ　異動状況

該当なし

　（２）　職員駐車場
　　　ア　管理状況

該当なし

　　　イ　異動状況

該当なし

（平成２９年３月３１日現在）

備　　　　考種　　別 前年度末
本　年　度　中

本年度末
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該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

該
当

な
し

該
当

な
し

２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

該
当

な
し

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ

　
（
１

）
　

総
括

表
該

当
な

し

　
（
２

）
　

償
還

状
況

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

現
物

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

現
物

が
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
名

個
　

数

　
（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
（
２

）
　

物
品

の
照

合
照

合
年

月
日

平
成

2
8
年

7
月

6
日
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２
８

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

8
4

1
0

1
0

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
　

…
…

…
…

…
  
 （

　
　

　
　

0
件

中
　

　
0
件

）

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
 …

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
 （

　
　

 3
9
件

中
　

 5
件

）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

東
京

都
（
統

計
局

）
H

2
9
.2

.1
7
～

2
.1

8
5
1
,2

8
0

愛
媛

県
H

2
8
.1

2
.1

4
～

1
2
.1

6
4
8
,2

0
0

東
京

都
H

2
9
.1

.2
4
～

1
.2

5
3
6
,0

2
0

東
京

都
（
統

計
局

）
H

2
9
.2

.9
～

2
.1

0
3
5
,7

5
0

徳
島

県
H

2
9
.2

.2
～

2
.3

3
0
,4

2
0

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

　
平

成
2
7
年

度
決

算
に

係
る

監
査

の
結

果
を

踏
ま

え
、

旅
行

後
に

速
や

か
に

復
命

及
び

精
算

す
る

様
、

課
内

職
員

に
周

知
を

行
っ

た
。

平
成

2
8
年

度
経

済
産

業
統

計
企

画
連

絡
会

議

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）
備

　
　

　
　

考

平
成

2
8
年

度
県

民
経

済
計

算
担

当
者

研
究

会
議

都
道

府
県

統
計

主
管

課
長

会
議

大
雪

対
応

(2
/
1
0
～

2
/
1
1
)

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

労
働

力
調

査
 平

成
２

８
年

度
都

道
府

県
検

討
会

平
成

２
８

年
社

会
生

活
基

本
調

査
地

方
別

事
後

報
告

会
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な
し

な
し

○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
　

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等
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